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1）古矢旬『アメリカニズム「普遍国家」のナショナリズム』東京大学出版会、245－6 頁。 































































                                                          
2）2000 年 12 月に建てられたカイソーン博物館とベトナムとの関係は深く、展示や運営に関して先輩格の
ホーチミン博物館からの助言や支援を受けている。Christopher E. Goscha, ‘Revolutionizing the 
Indochinese Past: Communist Vietnam’s “Special” Historiography on Laos’, Contesting Visions of the 
Lao Past: Lao Historiography at the Crossroads, eds., Christopher E. Goscha and Søren Ivarsson (2003, 
Copenhagen), p. 291.その意味でカイソーン博物館は、ラオス内戦をベトナム流の民族解放運動と位置づけ
た「史観」の証言の場である。 






すことは、2006 年の第 8 回党大会でも確認されている。しかし同大会でも再確認された改革
解放路線は、市場経済への道を開き、国民に僅かながらも豊かさを感じさせただけでなく、政
府が外国資本を導入して推し進める資源開発によって国家財政にかなりの貢献をしたと考えら









ところで本稿の前半では、英国の Parliamentary Papers の中にある英国外務省史料を基礎
にして、ラオス国内の紛争と交渉の経過を追っていこうと考えている。これら史料は、形式的
には英国王室の勅令の形を取って（by her majesty’s command）外務大臣から英国議会に提出
された所謂コマンド・ペーパーと呼ばれる政府機関文書である。具体的にはこれらの文書は、
1954年のジュネーヴ協定（正式には「ラオスにおける敵対行為の終止に関する協定」Agreement 
on the Cessation of Hostilities in Laos）25 条に基づいて議長国インドとポーランド、カナダ
の 3 カ国で構成されたラオス国際監視委員会（International Commission for Supervision and 






                                                          
3）ナムテウン 2 水力発電の事業計画については http://www.namtheun2.com に詳細がある。水力発電によ
る電力は、金銅とともにラオスにとって重要な輸出源である。 
― 67 ― 
料を残してくれたと言えよう。この委員会が十分に機能しなかった理由としては、当然とは言
え構成 3 カ国の間に十分な信頼関係が成立しなかったことが挙げられる。4） 
本稿の後半部分においては、戦後ラオスにおける最大の恒久和平のチャンスであった第 1 次
連合政府（挙国一致中立政府）が崩壊し、50 年代末から 60 年代初頭にかけて右派勢力とパテ














サムヌアは、太平洋戦争時には旧日本軍も駐留し、戦後ラオス人民党（The Lao People’s Party, 
Phak Pasason Lao）やその軍事部門であるラオス愛国戦線（Lao Patriotic Front, Neo Lao 
Haksat. その戦闘部隊がパテト・ラオで文字通りの意味は「ラオス国」）が誕生した場所であっ
た。5）後述するようにサムヌアは早くからポンサーリーとともにパテト・ラオ勢力下にあり、
                                                          
4）ICSC カナダ代表部の軍事部門創設に関わり、54 年ジュネーヴ条約のラオス国内での履行を監視する中
で、カナダ代表部の軍人として活躍したモートン准将（R.E.A Morton）が直面した各種困難を紹介したヤ
ング（Andrew C. Young）による ‘Brig.-General R.E.A. Morton and the Establishment of the Military 
Component Canadian Delegation of the International Commission for Supervision and Control in Laos, 
1954-55’と題する簡潔な論文がネット上に公開されている。www.cda-cdai.ca/symposia/2003/young.htm 
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1954 年のジュネーヴ会議の頃からいろいろと問題を抱えた地であった。6） 
第 2 次世界大戦直後からインドシナ再植民地化を狙ったフランスに対する抗争の中で、まず








ハーン（Kaysone Phomvihane）が ICP の指導下に活動していた他に、この時期にはモン族等
の反フランス部族の諸部隊も加わっていた。7）その後ラオ・イッサラの指導者間に、フランス






でなかったことは言うまでもない。その結果ラオ・イッサラは、1949 年 10 月をもって正式に
解散となる。 
 スパーヌウォンは抗仏運動継続のためベトナム北西部に入り、ホーチミンやヴォ ・ーグエン・











年であるが、ベトナムやカンボジアに比べ設立が遅れた理由は明らかでない。Bruce M. Lockhart, 
‘Narrating 1945 in Lao Historiography’, Contesting Visions of the Loa Past, p. 141; Colin A. Hughes, 




人物の簡単な解説が、日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所の 2001 年度調査研究報告書（第 2
部資料編、第 12 章ラオス内戦史資料）にある。 


















9 月にフランスとの間で合意を得たナヴァレ将軍（General Henri Navarre）立案のナヴァレ








                                                          
8）ベトミンは当初独立と民主主義を目指した純粋な民族主義運動であったとされ、フランスに対する抵抗
運動であった。しかし党の設立と同時に反帝、反封建を掲げ共産主義の教義に歩調を合わせるようになる。
George A. Carver, Jr., ‘The Faceless Viet Cong’, Foreign Affairs, vol. 44, no. 3, p. 352. この厳格な教義の
影響がパテト・ラオを通じてラオスに導入されるのは、第２次連合政府の崩壊後の 1962 年後半以降である。 
9）Martin Stuart-Fox, Laos: Politics, Economics and Society (London & Boulder, 1986), pp. 17-21; Grant 
Evans, A Short History of Laos: The Land in between (Crows Nest, NSW; 2002), pp. 39-92; 桜井由躬雄、
石澤良昭『東南アジア現代史 III』山川出版社、372-384 頁。 
10）The Department of State Bulletin, vol. XXX, no. 773, pp. 579-83. ナヴァレ計画は US Department of 
State, Foreign Relations of the United States, 1952-1954, Indochina, vol. XIII, part 1, p. 624 を参照。 















 ジュネーヴ会議後、1957 年に実現することとなる第 1 次連立政権樹立に向けての交渉が始
まる。スワンナ・プーマ及びカターイ・ドン・サソリット（Katay Don Sasorith）指導下の王
国政府は、社会主義に対する警戒を解かない米国の硬直化した冷戦思考に直面しながらも粘り













                                                          
11）サナニコーンはその後もスワンナ・プーマの中立主義に反対し、1959 年に首相に就任すると後述する
ようにラオス愛国戦線に対する強硬措置をとる。 




てくるのも当然の成り行きであった。それでも 56 年 8 月には敵対関係の終結、パテト・ラオ
勢力下の上記北部 2 地方の併合、パテト・ラオ軍の王国軍への統合、ラオス愛国戦線の新政党
としての公認と愛国戦線も参加を認められた補充選挙の実施等を基礎にした暫定協定が締結さ
れ、翌 57 年の 11 月には最終協定（所謂ビエンチャン協定）が結ばれた。そして愛国戦線側か
らもスパーヌウォンとプーミー・ボンビチト（Phoumi Vongvichit）が、それぞれ計画・再建
相と宗教・芸術相として入閣して連合政府が発足する。そしてラオスの統一が成立したとして、
国際監視委員会も無期限休会に入る。13）そのため委員会の中間報告も、58 年 10 月に出され 58
年 5 月末までを扱った第 4 次中間報告で一旦完結し、62 年 10 月に提出され 61 年 5 月から 62
年 7 月までを扱った文書「ラオス問題解決に関する国際会議」（International Conference on 
the Settlement of the Laotian Question）までは、英国外相から英国議会に提出されるラオス
関連のコマンド・ペーパーも途切れることとなる。（後述するようにこの国際会議は、シアヌー
ク殿下の提案で始まった所謂「14 カ国会議」で、62 年 7 月の Declaration and Protocol on the 
Neutrality of Laos と呼ばれる第 2 のジュネーヴ協定を生むこととなる。） 
 ところで、各国政府が承認に動きラオス国内でも国民議会が満場一致で連合政府の発足を歓





ス愛国戦線に対する対決色を強め、58 年 10 月には若手官僚や軍幹部による反共エリート政治
                                                          
12）ラオス王国政府は米英仏三国に対して、三国がそれぞれどのような対ラオス政策を採るのか表明するよ







Department of State Historical Office, American Foreign Policy: Current Documents, 1957 (Millwood, 




に対して暗雲を予感させるものでもあった。Current Documents, 1958, pp. 1242-3 (Doc. 488); Stuart-Fox, 
Laos, pp. 21-3. 
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呼ばれる組織が作られたのは 59 年 9 月である。この指令組織の主たる目的は、ラオス王国軍
                                                          
14）Hughes, et al, eds., Political Parties, pp. 681-2. 
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に対する強力な軍事的対抗勢力としてパテト・ラオを育て上げることであった。15） 
 
２．国際監視委員会第 1次及び第 2次中間報告書 
 
 ここで、これまで述べてきた 1954 年のジュネーヴ和平会議後から 50 年代末までのラオス情
勢の展開を、ラオス国際監視委員会はどのように見て、それをどのように報告していたのかに
言及したい。最初の国際監視委員会第 1 次中間報告書（First Interim Report of the 
International commission for Supervision and Control in Laos）は 1954 年 8 月 11 日から 12




の 4 つが存在した。そして 54 年ジュネーヴ協定第 2 条にあるラオス全土における即時停戦条
項に基づき、各グループの戦闘部隊の撤退については、まず国際監視委員会の指定する暫定集
結地に集められた各部隊の中で、同協定 6 条及び 8 条に基づく 5000 人（軍事教官 1500 人、













定では、暫定集結地として、フランス連合軍に 5 ヶ所、ベトナム人民義勇軍に 5 ヶ所、パテト・
                                                          
15）Stuart-Fox, Laos, pp. 23-5. 
16）House of Commons Parliamentary Papers online (1954-55 Cmd. 9445), pp. ii, 1-8. （以後 HCPP と
略記） 
















の 2 地区の問題に言及されていることは、この 2 地区の問題の深刻化を監視委員会が予期して
いたことを示唆している。 
撤退は、複雑な地形や 9 月末まで続いたモンスーン気候、或いは双方の互いに対する不信感
にもかかわらず 10 月と 11 月には概ね手際よく進められ、撤退ルートや暫定集結地での事件も
なく無事終了したとの国際監視委員会の報告がある。但しフランスの撤退に関しては、ジュネー
ヴ協定で認められた上記 5000 人の「残留部隊」を残す必要性の問題（南部サワンナケート近












18）なお双方の撤退の詳細については、委員会報告書の終わりに掲載された Appendix A, B に詳説されてい
る。Ibid., pp. 53-60. 























主張している点にある。先述したように、54 年 8 月 30 日に合同委員会においてベトナム義勇
軍、パテト・ラオ、フランス連合軍の暫定集結地の数等を取り決める協定が調印されたが、協





                                                          
19）Ibid., p. 17. 
20）Ibid., pp. 18-26. 
21）Ibid., pp. 31-41. 




ち彼らによれば、そうでなければ協定の条項文には、これら 2 地方の中の 1 地域（a zone）と
表記されたはずである。このようなベトナム/パテト・ラオ側の主張に対して、フランス/ラオ
ス王国軍側も反論し、14 条にはこれら 2 地方の全域とする表現はないこと、ジュネーヴ協定
12 条においてパテト・ラオ戦闘部隊は 12 の暫定集結地に駐留することとなっているが、これ
は各地方に 1 地区（one area）であり、ポンサーリーとサムヌアについてもそれぞれ 1 地区で
あると理解する。22）更に彼らは、ジュネーヴ協定で認められたラオス王国政府の主権を考慮す
ると、これら 2 地方の行政上の県都（ポンサーリーとサムヌア）はラオス王国軍に割り当てら

















を協定 25 条に基づいて監視監督するもので、協定を実際に施行する責任は協定 24 条に明記さ
れているようにラオスの当事者グループにあり（Responsibility for the execution of the 
agreement on the cessation of hostilities shall rest with the parties.）、そのため協定 28 条に
                                                          
22）確かにジュネーヴ協定 12 条では、the twelve (12) provisional assembly areas, one to each province, for 
the reception of the fighting units of “Pathet Lao”とあり、フランス/ラオス王国軍側の主張を裏付けている。 







障壁となったことは事実である。実働部隊として 6 つの常駐チーム（Fixed Team）と 5 つの
移動チーム（Mobile Team）を設置したが、部隊の活動が鉄道もなく道路も寸断されている国
情によって大きく制約を受けたことは報告書の中で繰り返し語られていた。 
 1955 年になると国際監視委員会は第 2 次報告書を提出する。本稿で用いるこの報告書は 55
年 1 月 1 日から 6 月末までを扱ったもので、最初 10 月 7 日に監視委員会議長国のインド政府
から英国政府に送付され、翌 11 月にコマンド・ペーパー（1955-56 Cmd.9630）として英国政
府外相から英国議会に提出されたものである。55 年 1 月になって最初に問題化したのが、共同

















民義勇軍も、ラオスにおいて適切な役割を果し続けるべきであると繰り返すが、2 月 15 日に合
                                                          
23）HCPP (1955-56 Cmd. 9630), p. 6. 









談ととらえていた。25）双方は 3 月 9 日に、Joint Declaration by the Political Conference giving 













                                                          
24）Ibid., pp. 6-8.  
25）54 年 7 月 21 日に出された最終宣言は米国国務省の Department of State Bulletin, vol. XXXI, no. 788 
(August 2, 1954), p. 164 にある非公式翻訳のものと、European Navigator (www.ena.lu) にあるフランス
語訳のものを使用した。（その他に United States Department of State Historical Office, American 
Foreign Policy 1950-1955 Basic Documents, vol. 1, pp. 785-7 をも使用した。）最終宣言のあとにはカンボ
ジアに続いてラオス王国政府の宣言 Déclaration du Gouvernement royal du Laos が添付されている。米
国はジュネーヴ協定に調印せず法的拘束を免れる道を選んだが、同時に国務次官ウォルター・スミス
（Under Secretary Walter B. Smith）による声明を発表し、米国としてのインドシナ停戦に対する単独宣
言（unilateral declaration）を行っている。米国政府はこの中で、国連の原則と目的に従って平和の強化
に努力すると言明しているが、調印しなかったジュネーヴ協定については、それに「留意する」（take note 
of the agreements concluded at Geneva）との表現に止めている。50 年代を通じて米国政府は、ジュネー
ヴ協定等の地域紛争解決へ向けての合意よりは、より普遍的な国連憲章や国連の目的と米国の外交政策が
一致していることに言及することが多々あった。Ibid., pp. 787-9; Department of State Bulletin, vol. 
XXXI, no. 788, pp. 162-3. アイゼンハワーは任期末の記者会見での質問に答える中でも、国連憲章と米外
交の一致に触れている。Current Documents, 1961, p. 990 (Doc. 494). 
26）HCPP (1955-56 Cmnd. 9630), pp. 9, 34-5 (Appendix A). 
27）協定 14 条は、パテト・ラオ戦闘部隊がポンサーリーとサムヌアを結ぶベトナム・ラオス国境沿いの「回







 55 年 5 月 3 日に国際監視委員会のカナダ代表は、政治決着に向けての交渉で王国政府とパテ
ト・ラオ双方を導く目的で決議案（Resolution submitted by the Canadian Delegation on 3rd 





















                                                                                                                                                       
廊」を往来することは認めているが、この 2 地方の集結地にパテト・ラオ勢力圏は限定されるというのが
王国政府の解釈であり、パテト・ラオ側の理解のように 2 地方全体の支配を認められたのではない。Ibid., 
p. 12. 
28）Ibid., pp. 10-11. 






















 この問題は再び国際監視委員会で協議され、インド代表は、王国軍が北部 2 地方に留まる権






しかし結局北部 2 地方問題について監視委員会は、協定 14 条で想定されている政治解決なく
しては、王国政府統治をこれら 2 地方で構築することは困難と結論付ける。30） 
                                                          
29）Ibid., pp. 13-14. Andrew, ‘Brig.-General R.E.A. Morton’. 
30）Ibid., pp. 15-17,  
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３．国際監視委員会第 3次及び第 4次中間報告 
 
 55 年 7 月 1 日から 57 年 5 月 16 日までを扱った第 3 次中間報告書（Third Interim Report）
は、これまで同様国際監視委員会議長国のインドから英国政府に送られ、57 年 12 月にコマン
ド・ペーパーとして英国外相から英国議会に提出された。31）第 3 次報告書の緒言で監視委員会
は、55 年 7 月からの約 2 年間を振り返り、慎重ではあるが今までになく問題解決に向けて希望
ある論調で経過を報告している。第 2 次中間報告書作成時は、協定 14 条解釈を巡って厳しい
交渉が続いた時期であったが、その期間双方の対立姿勢は解けず、小規模で散発的とは言え衝
突も報告された。しかし、56 年半ばから状況が好転し、その転機となったのがビエンチャンに
















王国政府は、国会が選挙の日程を 55 年 8 月 28 日から 12 月 25 日に延期したことを付け加え
た。監視委員会は、ジュネーヴ協定によって政治問題の解決には直接的な責任を負わないとさ
れており、委員会自体も王国の内政には干渉しないとの立場ではあったが、今回双方に対して
交渉の進展を早めるように求めている。しかし、交渉は最終的に 9 月 5 日をもって中断するこ
とになる。 
                                                          
31）HCPP (1957-58 Cmnd. 314). 
32）Ibid., p. 4. 
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 一方 9 月 30 日には王国政府首相のカターイ・ドン・サソリットとパテト・ラオのスパーヌ













 その後 10 月末にビエンチャンで開催された会議では、ラングーン会議での双方の意見の相
違が根本的性格のものであり解決不能であることが判明する。パテト・ラオはこれら諸問題の




た。カナダ代表は 12 月 14 日に北部 2 地方の王国政府への併合決議案を提出するが、それに対
しポーランド代表は、監視委員会の主たる関心は休戦の維持にあり、政治問題の解決をジュネー
ヴ協定共同議長であるセルウィン・ロイドと M.モロトフに付託している現在においては、監視
委員会としてはいかなる行動を取ることも慎むべきであるとの見解を表明する。結局翌 56 年 1






                                                          
33）Ibid., pp. 6-8. 
34）Ibid., pp. 9-10. 1 月 7 日の監視委員会決議 Resolution adopted by the International Commission for 
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 56 年 8 月に両者の会談が始まると、国際監視委員会はスパーヌウォンの安全確保に尽力した





9 月 25 日から作業を開始している。時を同じくして監視委員会は、ポーランド代表のイニシャ









年 5 月 16 日付で決議を採択し、両者に対して最終決着に向けての自由な討議を促し、その中
で合同政治・軍事委員会（Joint Political and Military Committee）の最大限の利用を提案し
ている。36）監視委員会中間報告書を読む限りでは、この頃休戦条約の施行と相互不信解消に果
たした合同軍事委員会の役割は非常に大きかったと言えよう。 
 中間報告書としては最後となる第 4 次報告書は、57 年 5 月 17 日から 58 年 5 月 30 日までを
扱い 58 年 10 月に提出されている。政治決着に向けての最終段階に入り、国際監視委員会の報
告もこれまでの報告書に比べ短いながらも、文面からは余裕と一種の楽観が感じ取れる。緒言
にある次のような言葉も、58 年半ばの段階での監視委員会の状況認識を反映している。‘The 
period under review in this Fourth Interim Report saw historic developments in Laos. The 
Commission took great pleasure in reporting that.’ しかし、第 4 次報告書が扱う期間の開始
                                                                                                                                                       
Supervision and Control in Laos at its 163rd Meeting on Saturday, January 7, 1956 は Annexure 3 (Ibid., 
pp. 47-9) を、スワンナ・プーマの国会でのスピーチは Annexure 5 (Ibid., pp. 52-3) を、スパーヌウォン
の書簡は Annexure 6 (Ibid., p. 54)を参照。 
35）Ibid., pp. 10-11. 
36）Ibid., pp. 11-13. この決議は第4次中間報告書のAnnexure 1に見ることができる。HCCP (1958-9 Cmnd. 
541), pp. 24-5. 決議採択の動機としては、障害に直面している交渉を再度元の軌道に乗せるためには、監
視委員会としての公の「激励」が必要との判断があった。監視委員会としては久々の和平プロセスへの「介
入」であるが、委員会が抱く危機感は決議文の中に大文字で書かれた DECLARE, RECOMMEND, URGE, 
CALL UPON のような動詞の切迫性に垣間見ることができる。 
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時である 57 年 5 月は、政治危機によって王国政府が辞任に追い込まれ、政府とパテト・ラオ
との交渉も中断されていた頃である。このような事態に監視委員会も憂慮の念を隠せず、7 月















 11 月 18 日に国会は、プーマが首班を務め 2 人の前パテト・ラオ関係者（スパーヌウォン及
びボンビチト）を含む挙国一致政府を全会一致で承認する。プーマは国際監視委員会議長宛の












                                                          
37）Ibid., pp. 6, 9-11. 
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間中及び選挙日ともに、監視委員会の出動を必要とする事態には至らなかったとされている。
選挙は南部のアッタプー地方で一部不正があったとされるが、全体としては選挙法に基づいて

























ような内戦勃発の危機という状況下で 60 年 8 月に起こったのが、空挺部隊大尉コン・レによ
るクーデターである。殆ど誰もこの若い軍人の名前を聞いたことがなかったが、コン・レ主導
のクーデターは、内戦による意味のない流血にしか繋がらない CDNI の政策に対する反抗運動
                                                          
38）Ibid., pp. 11-14. 
39）Ibid., pp. 15-17. 



























                                                          
40）米国はソ連の空輸に対する抗議と王国軍に対する軍事援助の正当性について、12 月 17 日付文書で駐米
ソ連大使ミハイル・メンシコフを通じてソ連に伝えている。Current Documents, 1960, pp. 684-5 (Doc. 
321). 
41）Stuart-Fox, Laos, pp. 26-7. 余談ではあるが、伴野朗著『陽はメコンに沈む』でストーリーの背景とさ
れたのは、61 年の辻政信ラオス失踪事件であった。太平洋戦争中「作戦の神様」と呼ばれ、しかし実際は
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用いる内部資料は、1991 年 10 月 28 日に当時のブッシュ大統領の署名により成立した The 
Foreign Relations Authorization Act に基づき米国務省主導で編纂された所謂 The Foreign 
Relations of the United States series を中心にしたものである。このシリーズにおいてラオス
には第 24 巻の一巻全部があてがわれ、ケネディ政権発足当初においてラオス問題が、キューバ
問題とともにいかに新政権を悩ました大問題であったかをこの資料で垣間見ることができる。42）
実際、62 年 7 月のジュネーヴ協定成立後は、ラオスに変わって政権の注目はベトナム情勢に推
移していくが、政権発足時の政権内部の関心はラオスとキューバであり、失敗に終わったピッ





















                                                          
42）Edward C. Keefer, ed., Foreign Relations of the United States, 1961-1963, Laos Crisis, vol. XXIV 
(1994). （以後 FRUS Laos と略記）同じものはネット上でも検索でき、http:// www.state.gov/r/pa/ho/frus/ 

































                                                          
43）Ibid., pp. 1-3. ソ連のジャール平原の共産勢力への空輸は、同じ頃『タイム』誌 1 月 6 日号の太平洋軍
総司令官ハリー・フェルドを特集したカバーストーリーでも取り上げられている。 
44）Ibid., pp. 5-6. 
45）Ibid., pp. 7-8. コン・レ反乱時のプーミーへの援助の遅れは、後に太平洋軍総司令官フェルドによって
も指摘されている。Ibid., p. 74. 
46）Ibid., pp. 9-11. 
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席し、ラオス情勢の分析と今後の政策が議論された。その中でレムニッツアー統合参謀本部議
長は、統合参謀本部がゲイツ国防長官に 14 日付で提出した今後のラオス政策案を紹介する。

























                                                          




の支部がプーミー軍の支援を行った。PEO は 61 年 4 月に MAAG に格上げされる。PEO は米軍事顧問を
ラオス王国軍の大隊レベルへ送り込んでいたが、現場の大隊長の中には大隊の欠陥を悟られないように軍
事顧問に抵抗する者も存在したという。Ibid., p. 122. 
48）Ibid., pp. 12-18. 































                                                          
49）Ibid., pp. 19-22. 
50）Ibid., pp. 22-5. 































                                                          
51）Ibid., pp. 26-7. 
52）Ibid., pp. 38. 
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親米的な動きの背景には、63 年から 68 年にかけて国防相、外相を務めた反共保守で米国との
同盟を主唱したポール・ハズラックの力があったと思われる。55）以後オーストラリアは、ベト
ナム派兵等米国の希望に沿った東南アジア政策を展開する。 








                                                          
54）Ibid., pp. 28-33.  
55）ハズラックの東南アジアに対する反共戦略構想は、今から見れば若干論理は稚拙ながらフォーリン・ア
フェアズ誌に載った彼の論文に垣間見ることができる。Paul Hasluck, ‘Australia and Southeast Asia’, 
Foreign Affairs, vol. 43, no. 1, pp. 51-63. 




























                                                          
56）FRUS Laos, pp. 45-7. 




ロンチェンは 1961 年に米軍秘密基地として設立されたが、ここでモン特殊攻撃部隊が組織された。 
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している。3 月 9 日の閣議で、太平洋軍司令官フェルトはラオス王国軍の訓練を基本とする増
援という考えを確認するが、この頃から米軍の一部投入の話題が出始める。そして作戦成功後
                                                          
58）FRUS Laos, pp. 50-5. 
59）Ibid., pp. 56-8. ラオス国王に指名された 3 カ国のうち、マラヤのみが中立国委員会案に賛同し、ビルマ
は招待を受諾しなかった。カンボジアにいたっては、そのような委員会は単独の一方的提案で、国際会議
でラオス問題が議論され今後の方向が決められた後で結成されるべきもので、現段階では到底受け入れら
れるものではないと拒否する。Ibid., pp. 67. カンボジアとしては、シアヌーク提案という形で 14 ヶ国の
国際会議を招集しようとしており、米国の息のかかったラオス国王提案のような一方的提案には同調でき
ないのは当然であった。一方米国は、国際監視委員会の復活があったとして、その監視委員会によってま
ず停戦が確認されてから、国際会議を開催することが望ましいという立場であった。Ibid., p. 76. 



























のクリフトン（Chester V. Clifton）によると、この作戦はプーミー案に CINCPAC と統合参謀
本部が若干の修正を加えたものであった。更にクリフトンは、ソ連のジャール平原への空輸は、
中国を今回の「騒動」から締め出し中国に将来この地域での影響力を持たせないためであると
                                                          
60）Ibid., pp. 63-79. 
61）ロストウのメモは、Ibid., p. 83. 問題となった場面を描いたと思われるメモは、pages of source text not 
declassified となっている。情報公開に踏み切れない程の内容であったのかと想像させられる。 










実施されるべきである点では米政府に同調する。3 月 21 日付で国務省から駐ラオス大使館へ送
られた電報においても、同じような手順が伝えられ、もしパテト・ラオの攻撃が止まない場合
は、国王と王国政府は SEATO に訴え、その場合 SEATO 軍をまずタイまで出動させ、いつで
もラオスに兵を送れる態勢を整えることになっていた。そして国王には、国王との協議が行い
やすいことや士気高揚のためにも、ルアンプラバーンの王宮ではなくビエンチャンに留まるよ















                                                          
62）Ibid., p. 84. 
63）Ibid., pp. 95, 98-9. 
64）Ibid., p. 125. 
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を誇示しラオスへの介入を決議しようとしている時に、ボールズ提案は政策に混乱をきたすも
のと受け止められたのである。65）4 月 1 日、大統領補佐官バンディはケネディにメモを提出し、
米政府のラオス政策の現状と今後の展望を要約している。後にデイヴィッド・ハルバースタム





















                                                          
65）Ibid., pp. 101-4. このようなこともあってか、ボールズは 61 年末に国務次官職をボール（George Ball）
と交替させられる。任務を適切に遂行しなかったためとか、ピッグス湾事件への反対を早まって漏らした
点等が理由として噂された。所謂 Thanksgiving Day Massacre である。ボールズはボールよりハト派であ
り、CIA の批判者でもあったためこれから本格化する米軍主導のベトナム軍事介入には不必要な人物でも
あった。Noam Chomsky, Rethinking Camelot (Cambridge MA, 1993). 
66）FRUS Laos, pp. 112-6. 国王に首相を兼務させることは憲政上問題があるとの意見も国務省内にはあっ




Kennedy’s War: Berlin, Cuba, Laos, and Vietnam (Oxford, paperback 2002), p. 299. 
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ラオス問題は 61 年 4 月末から 5 月初旬にかけてが、米軍の本格的軍事介入か交渉かの分か
れ目であり最大の山場であった。緊迫感が更に増し、ぎりぎりの交渉と選択の時期を迎える。
4 月 24 日、ジュネーヴ会議共同議長の英露外相は、ラオスにおける休戦を呼びかける。同時に
両外相は、インド政府に対して国際監視委員会の復活を求め、更にラオス国際会議の招集を求
めている。翌 25 日、米国務省は声明を発表し、国際会議の招集はあくまで休戦が実現してか
                                                          
67）FRUS Laos, pp. 127-30. 逆にソ連のグロムイコ外相も、米国の介入度引き上げに疑問を呈し、当時進
行中の休戦、国際会議開催、監視委員会復活に向けての議論に水をさすものと非難している。Ibid., p. 145. 
68）Freedman, Kennedy’s War, pp. 299-300. ケネディの大統領特別顧問であったソーレンセンは、その著
書でケネディが次のように述べたと伝えている。‘Thank God the Bay of Pigs happened when it did. 
Otherwise we’d be in Laos by now and that would be a hundred times worse.’ Theodore C. Sorensen, 
Kennedy (Freedman により引用). 





























を巻き込むこと（‘get the United Nations “mixed up” with this’）に言及する。70）しかし本格
                                                          
69）FRUS Laos, pp. 138-47. 
70）Ibid., pp. 148-53. パテト・ラオの停戦の呼びかけは 3 日に米政府でも確認されており、国務省は即座に
駐ラオス大使館に打電し、王国政府に対しつまらない詳細に拘らないで停戦に協力するよう指示するよう
に命じている。Ibid., pp. 171-2. 






























                                                          
71）Freedman, Kennedy’s War, pp. 303-4. 
72）三巨頭といっても、右派の実権はブンウムではなくプーミーが握っていたし、スパーヌウォンはあくま
で名ばかりのリーダーであった。 
73）Stuart-Fox, Laos, pp. 27-8. 































                                                          
74）Robert Shaplen, ‘Both Banks of the Mekong’, The New Yorker, Jan. 16, 1965; Eric Pace, ‘Laos: 
Continuing Crisis’, Foreign Affairs, vol. 43, no.1, pp. 66-8, 72-3. Eric Pace は当時 Time-Life 社の特派員。 
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75）Ibid., pp. 70-2. 
76）Stuart-Fox, Laos, pp. 29-32. 
